
※分配⾦は投資信託説明書（交付⽬論⾒書）記載の「分
配⽅針」に基づいて委託会社が決定しますが、委託会社の判
断等により分配を⾏わない場合もあります。

※基準価額の騰落率は、課税前分配⾦を再投資したと仮定した数値を⽤いています。

純資産総額 12,569(百万円)
基準価額 19,603円
前⽉末⽐ ＋1,341円

１カ⽉ ３カ⽉ ６カ⽉ １年 ３年 ５年 設定来
ファンド 7.34% 13.09% 27.17% 0.17% 58.56% - 96.03%
ベンチマーク 7.12% 13.58% 28.80% 1.63% 66.47% - 97.77%

分配⾦
第1期 (2020.7.10) 0円  
第2期 (2021.7.12) 0円  
第3期 (2022.7.11) 0円  

第4期 -
第5期 -
第6期 -

設定来累計 0円　
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商品概要 設定⽇ 2019年7⽉11⽇ 信託期間 2029年7⽉10⽇まで 決算⽇ 7⽉10⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）

運⽤実績 【過去の運⽤実績は、将来の運⽤成果を保証するものではありません。】
■ 基準価額の推移（課税前分配⾦再投資ベース） ■ 基準価額と純資産総額

■ １万⼝当たり分配実績（課税前）

■ 騰落率（課税前分配⾦再投資ベース）

ポートフォリオの状況
【当ファンドは、ファミリーファンド⽅式により運⽤を⾏っており、マザーファンドのポートフォリオの状況を記載しています。】

■ 資産配分 ※1 ■ 組⼊上位５カ国 ※2

■ 組⼊上位５業種 ※3

■ 組⼊上位５通貨

※基準価額は信託報酬(後述の「ファンドの費⽤」参照）控除後のものです。
※ベンチマーク（コインシェアーズ・ブロックチェーン・グローバル・エクイティ・インデックス（円換算ベース）**）は、
基準⽇前営業⽇の数値を元に、基準⽇当⽇の⽶ドル為替レート（対顧客電信売買相場の仲値）で円換
算し、ファンドの設定⽇の前営業⽇を10,000として指数化しています。

※1 株式には、投資信託証券などが含まれています。
※2 国名は、発⾏体の国籍（所在国）などで区分しています。
※3 業種は、GICS（世界産業分類基準）に準じています。

[商 号 等]インベスコ・アセット・マネジメント株式会社
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第306号

[加⼊協会]⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会

設定・運⽤︓
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基準価額（課税前分配⾦再投資）（円） ベンチマーク

**コインシェアーズ・ブロックチェーン・グローバル・エクイティ・インデックス（当指数）は、ソラクティブ AG（ソラクティブ社）によって算出、公表されています。ソラクティブ社は、当指数、および
その登録商標、当指数データの利⽤結果に関して、何時、いかなる点においても明⽰的、黙⽰的な保証または確約を⾏いません。ソラクティブ社は当指数を正確に算出するために最善を
尽くしますが、指数提供者としての義務にかかわらず、投資家および⾦融商品の仲介者を含む第三者に対して、当指数の誤りを指摘する義務を負いません。ソラクティブ社による当指数の
公表および⾦融商品に関連した⽬的での当指数または当指数の商標利⽤の使⽤許諾は、ファンドへの投資を推奨するものではなく、また、ファンドへの投資に関してソラクティブ社の保証
または意⾒を表明するものではありません。

インベスコ 世界ブロックチェーン株式ファンド
愛称︓世カエル
追加型投信／内外／株式／インデックス型 2023年6⽉30⽇現在

⽉次運⽤レポート

当資料ご利⽤の際は、最終⾴の「ご留意いただきたい事項」をお読みください。
お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」をご覧ください。

純資産⽐
株式 99.0%
キャッシュ等 1.0%

銘柄数 45

国名 純資産⽐
1 アメリカ 42.7%
2 ⽇本 25.7%
3 韓国 11.1%
4 台湾 8.8%
5 カナダ 3.4%

通貨名 純資産⽐
1 ⽶ドル 46.9%
2 ⽇本円 25.7%
3 韓国ウォン 11.1%
4 台湾ドル 8.8%
5 ノルウェークローネ 2.5%

業種 純資産⽐
1 情報技術 45.9%
2 ⾦融 28.5%
3 コミュニケーション・サービス 14.7%
4 ⼀般消費財・サービス 5.3%
5 素材 3.9%



■ 運⽤環境
6⽉の⽶国株式市場は上昇しました。⽉初、債務上限問題が落着したこと、5⽉の雇⽤統計が労働市場の堅調さと賃⾦上昇圧⼒の緩和を⽰したことなどを背景に、株式市場
は堅調に推移しました。⽉央以降は、5⽉の⽶消費者物価指数（ＣＰＩ）がインフレ圧⼒の低下を⽰したこと、5⽉の⽶⼩売売上⾼が個⼈消費の底堅さを⽰唆したことなど
を受け、株⾼基調が継続しました。その後、パウエルＦＲＢ議⻑が年内2回の追加利上げを⾏うことを⽰唆したものの、利上げが⾏われても深刻な景気悪化は避けられるとの⾒
⽅が広がり、株式市場は⾼値圏で推移しました。
6⽉の欧州株式市場は上昇しました。⼤陸欧州では、欧州中央銀⾏（ＥＣＢ）が追加利上げを⾏なったこと、利上げ継続による景気悪化懸念が強まったことなどを背景に、
株式市場は⽉央以降軟調となりました。⽉後半には、６⽉のユーロ圏総合購買担当者指数（ＰＭＩ）が５カ⽉ぶりの低⽔準となったことなどが嫌気されたものの、⽉末に発
表された６⽉のユーロ圏消費者物価指数（ＨＩＣＰ）が３カ⽉連続で鈍化したことが好感され、株式市場は上昇して⽉末を迎えました。英国では、⽉後半にイングランド銀
⾏（ＢＯＥ）が、追加利上げを⾏なったものの、利上げの休⽌期待が⾼まったことなどを受け、⽉を通してみると株式市場は上昇しました。
ブロックチェーン関連銘柄では、⼤⼿資産運⽤会社の複数社がビットコインETFの申請をしたことが報じられ今後の需要拡⼤や新規投資家の参⼊が期待されビットコイン価格が
急騰したことから、暗号資産マイニング企業のハイブ・ブロックチェーン（カナダ）のほか、ビットコインを現⾦代替で保有しているマイクロ・ストラテジー（⽶国）や暗号資産交換業
を傘下に有するマネックス（⽇本）の株価が上昇しました。⼀⽅、韓国で最⼤⼿のインターネット・ポータルサイトを展開するカカオ（韓国）は、国内での成⻑余地が限定的との
⾒⽅が広がり株価が下落したほか、ナスダック（⽶国）は、同社による⽶⼤⼿⾦融ソフトウェアメーカーの買収合意が嫌気され、株価は下落しました。
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ファンドマネージャーのコメント

銘柄名 国名 業種 純資産⽐ コメント

1 ｻﾑｽﾝ電⼦ 韓国 テクノロジー・ハード
ウェアおよび機器 5.2% 主要な暗号資産マイニング企業にASICチップを供給しており、半導体事業が同社の収益性向上にも

寄与。マイニング・ハートウェアのマーケットリーダーになる可能性も考慮。

2 台湾積体電路製造 台湾 半導体・半導体製
造装置 5.1%

世界有数の半導体ファウンドリ（⽣産⼯場）。暗号資産のマイニング向け集積回路メーカーにとって重
要なサプライヤー。韓国、中国、⽶国などの競合他社と⽐較し、相対的に⾼い成⻑率と利益率を誇る
点を評価。

3 ﾏﾈｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ ⽇本 ⾦融サービス 5.1%
主にオンライン証券事業を⼿掛ける⽇本の企業。⼦会社に暗号資産取引サービスを提供するコイン
チェックや、取引・分析プラットフォームや仲介サービスを提供するトレードステーションを持ち、積極的に
暗号資産関連のサービスの提供を⾏う点を評価。中核の証券ブローカー事業との相乗効果にも期待。

4 ﾏｲｸﾛｽﾄﾗﾃｼﾞｰ アメリカ ソフトウェア・サービス 4.8%
⼤⼿ビジネス・インテリジェンス・ソフトウェア企業。⼩売り、ヘルスケア、⾦融サービス、通信等、幅広い業
種に顧客を有する。資産保全の⼿段として、世界で最も普及している暗号資産であるビットコインを保
有。

5 SBIﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ ⽇本 ⾦融サービス 4.5%
国内外のインターネット関連企業を中⼼としたベンチャーキャピタル投資、⾦融サービス事業、アセットマ
ネジメント事業等を展開。暗号資産関連事業では暗号資産取引事業の拡⼤の他、国内初となる⼀
般投資家向けデジタル社債を発⾏するなど等、積極展開。

6 ｸﾘｰﾝｽﾊﾟｰｸ アメリカ ソフトウェア・サービス 3.8% 再⽣可能エネルギーによるビットコインのマイニング企業。⾃社でのマイニングのほか、データセンターサービ
スや仮想ストレージ、データバックアップサービスなど、暗号資産関連のクラウドサービスが強み。

7 ｶｶｵ 韓国 メディア・娯楽 3.8%
インターネットのポータルサイトを運営し、メッセージ・アプリのカカオ・トークは韓国最⼤級。韓国でポピュ
ラーな暗号資産取引所「UpBit」を所有・運営。取引量の多さや、積極的な暗号資産の決済やトーク
ンの開発を評価。その優良なブロックチェーン事業から今後の成⻑に期待。

8 ｺｲﾝﾍﾞｰｽ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ アメリカ ⾦融サービス 3.6%
⼤⼿暗号資産取引プラットフォーム企業。預かり資産の⼤半は機関投資家資産。プライムブローカレッ
ジサービス強化等により、暗号資産の機関投資家活⽤拡⼤の恩恵を期待。2021年4⽉に⽶
NASDAQに上場。

9 CMEｸﾞﾙｰﾌﾟ アメリカ ⾦融サービス 3.4%
シカゴ・マーカンタイル取引所（世界有数のデリバティブ取引所）を所有・運営。2018年1⽉にビットコ
イン先物取引の提供開始。ビットコイン先物の出来⾼が⼤きく増加している点や、その他決済システム
や暗号化技術などのブロックチェーン投資にも積極的に取り組んでいる点を評価。

10 ﾗｲｵｯﾄ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ アメリカ ソフトウェア・サービス 3.0% ビットコインのマイニング企業。暗号通貨およびブロックチェーン事業の買収にも積極的であり、ブロック
チェーン技術企業の⽀援も⾏っている点を評価。

ポートフォリオの状況
【当ファンドは、ファミリーファンド⽅式により運⽤を⾏っており、マザーファンドのポートフォリオの状況を記載しています。】
■ 組⼊上位10銘柄

※上記は、当該銘柄を推奨するものではありません。
※国名は、発⾏体の国籍（所在国）などで区分しています。
※業種は、GICS（世界産業分類基準）に準じています。

当資料ご利⽤の際は、最終⾴の「ご留意いただきたい事項」をお読みください。
お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」をご覧ください。

インベスコ 世界ブロックチェーン株式ファンド
愛称︓世カエル
追加型投信／内外／株式／インデックス型 2023年6⽉30⽇現在

⽉次運⽤レポート



ファンドの特⾊
 主として、マザーファンド※1受益証券への投資を通じて、⽇本を含む世界各国のブロックチェーン関連株式に投資を⾏います。
効率的な運⽤を⽬的として、ブロックチェーン関連株式を投資対象とする上場投資信託証券にも投資することがあります。
※１ ファンドが投資対象とするマザーファンドは、「インベスコ 世界ブロックチェーン株式 マザーファンド」です。

 コインシェアーズ・ブロックチェーン・グローバル・エクイティ・インデックス（円換算ベース）※２の動きに連動する投資成果※３を⽬指します。
※２ ◇ファンドは、コインシェアーズ・ブロックチェーン・グローバル・エクイティ・インデックス（円換算ベース）をベンチマークとします。

◇コインシェアーズ・ブロックチェーン・グローバル・エクイティ・インデックス（円換算ベース）とは、基準⽇前営業⽇のコインシェアーズ・ブロックチェーン・グローバル・エ
クイティ・インデックス（⽶ドルベース）の数値を、委託会社が基準⽇当⽇の⽶ドル為替レート（対顧客電信売買相場の仲値）で独⾃に円換算したもので
す。

◇コインシェアーズ・ブロックチェーン・グローバル・エクイティ・インデックスは、コインシェアーズ・インターナショナル・リミテッドが独⾃の分析に基づき選定した銘柄で構
成され、ソラクティブ AG（ソラクティブ社）によって算出、公表されています。

◇ソラクティブ社は、コインシェアーズ・ブロックチェーン・グローバル・エクイティ・インデックス（当指数）、およびその登録商標、当指数データの利⽤結果に関して、
何時、いかなる点においても明⽰的、黙⽰的な保証または確約を⾏いません。ソラクティブ社は当指数を正確に算出するために最善を尽くしますが、指数提
供者としての義務にかかわらず、投資家および⾦融商品の仲介者を含む第三者に対して、当指数の誤りを指摘する義務を負いません。ソラクティブ社による
当指数の公表および⾦融商品に関連した⽬的での当指数または当指数の商標利⽤の使⽤許諾は、ファンドへの投資を推奨するものではなく、また、ファンド
への投資に関してソラクティブ社の保証または意⾒を表明するものではありません。

※３ ファンドは、ベンチマークと連動する投資成果を⽬指して運⽤を⾏いますが、基準価額とベンチマークの動きは乖離する場合があります。

実質外貨建資産への投資にあたっては、原則として為替ヘッジを⾏いません。
 インベスコ・キャピタル・マネジメント・エルエルシー（⽶国、ダウナーズグローブ）に、マザーファンドの運⽤指図に関する権限を委託します。

ファンドのリスク

当資料ご利⽤の際は、最終⾴の「ご留意いただきたい事項」をお読みください。
お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」をご覧ください。

基準価額の変動要因
ファンドは実質的に国内外の株式など値動きのある有価証券等に投資しますので、以下のような要因により基準価額が変動し、
損失を被ることがあります。
価格変動リスク 〈株式〉株価の下落は、基準価額の下落要因です。
株価は、政治・経済情勢、発⾏企業の業績や財務状況、市場の需給などを反映し、下落することがあります。
中⼩型株式は、⼀般的に業績の変化が⼤きく、株式市場全体の値動きよりも株価の変動が⼤きくなる傾向にあります。
ファンドは、特定のテーマに絞って投資を⾏うため、ファンドが投資する企業の業種が偏在する場合があり、株式市場全体の動きとファン
ドの基準価額の動きが⼤きく異なる可能性があります。また、より幅広い業種・テーマの株式に投資する場合と⽐べ、基準価額の変動
が⼤きくなる可能性があります。
信⽤リスク 発⾏体や取引先の債務不履⾏等の発⽣は、基準価額の下落要因です。
ファンドが投資する有価証券の発⾏体が債務不履⾏や倒産に陥った場合、または懸念される場合、当該有価証券の価格が⼤きく下
落したり、投資資⾦を回収できなくなることがあります。また、投資する⾦融商品の取引先に債務不履⾏等が発⽣した場合に、損失が
⽣じることがあります。
カントリー・リスク 投資対象国・地域の政治・経済等の不安定化は、基準価額の下落要因です。
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の急激な変化や新たな取引規制が導⼊される場合などには、ファンドが投資する有価
証券等の価格が下落したり、新たな投資や投資資⾦の回収ができなくなる可能性があります。
新興国・地域への投資は、先進国への投資に⽐べ、「カントリー・リスク」「価格変動リスク」「信⽤リスク」「流動性リスク」が⾼い傾向に
あります。
為替変動リスク 為替の変動（円⾼）は、基準価額の下落要因です。
ファンドは為替ヘッジを⾏わないため為替変動の影響を受けることになり、円⾼⽅向に変動した場合には外貨建資産の円での資産価
値が下落します。
流動性リスク 流動性の低い有価証券等は、不利な条件での売買となる可能性があります。
市場規模が⼩さい、または取引量が少ない有価証券等については、市場実勢から期待される価格で売買できない場合や、希望する数
量の⼀部またはすべての売買ができない可能性があります。
*基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

その他の留意点
ベンチマークに関する留意点
ファンドはベンチマークの動きに連動する投資成果を⽬指して運⽤を⾏いますが、主として、ファンドとベンチマークの組⼊資産の銘柄、売買
タイミング、時価評価および⽐率の差異並びに信託報酬、取引費⽤、為替等の要因があるため、ファンドとベンチマークの騰落率は完全に
⼀致するものではなく、乖離する場合があります。ベンチマークの算出・取得ができない事態が⽣じた場合、委託会社はベンチマークの変更
や廃⽌を含む運⽤⽅針の⾒直しを⾏うことまたはファンドを償還することがあります。

ファンドは預貯⾦とは異なり、投資元本は保証されているものではないため、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り
込むことがあります。ファンドの運⽤による損益はすべて受益者に帰属します。
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お申し込みメモ
購⼊単位 お申し込みの販売会社にお問い合わせください。

＊分配⾦の受け取り⽅法により、「分配⾦再投資コース」と「分配⾦受取りコース」の２コースがあります。

購⼊価額 購⼊の申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
換⾦価額 換⾦の申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
換⾦代⾦ 原則として換⾦の申込受付⽇から起算して５営業⽇⽬からお⽀払いします。
購⼊・換⾦申込不可⽇ ニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所のいずれかの休業⽇またはニューヨークの銀⾏休業⽇に該当する

⽇には、購⼊・換⾦のお申し込みの受け付けを⾏いません。
申込締切時間 原則として毎営業⽇の午後３時まで(販売会社所定の事務⼿続きが完了したもの)
換⾦制限 投資信託財産の資⾦管理を円滑に⾏うため、⼤⼝の換⾦申込には⼀定の制限を設ける場合があります。
信託期間 2019年７⽉11⽇から2029年７⽉10⽇まで
繰上償還 信託契約の⼀部解約により、受益権の総⼝数が30億⼝を下回ることとなった場合などは、信託期間の途

中で償還することがあります。
決算⽇ 毎年７⽉10⽇ (ただし、同⽇が休業⽇の場合は翌営業⽇)
収益分配 年１回の決算⽇に分配⽅針に基づいて収益の分配を⾏います。

＊「分配⾦再投資コース」でお申し込みの場合は、分配⾦は税引後無⼿数料で再投資されます。
課税関係 課税上は株式投資信託として取り扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資⾮課税制度の

適⽤対象です。配当控除は適⽤されません。

ファンドの費⽤
投資者が直接的に負担する費⽤
購⼊時⼿数料 購⼊の申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額に、販売会社が定める3.30％（税抜3.00％）以内の率を乗じて得た額
信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤
運⽤管理費⽤
（信託報酬）

⽇々の投資信託財産の純資産総額に年率1.573％（税抜1.43％）以内の率※を乗じて得た額とします。
運⽤管理費⽤（信託報酬）は⽇々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。なお、毎計算期間の最初
の６カ⽉終了⽇および毎計算期末または信託終了のとき、投資信託財産中から⽀弁します。
※ 信託報酬の料率（信託報酬率）は、以下の計算式で算出されます。

信託報酬率（年率・税抜）＝1.43％－（ＥＴＦ運営経費率×前⽉末のＥＴＦ投資割合）
・「ＥＴＦ運営経費率」とは、信託財産で投資している上場投資信託証券の⽬論⾒書、その他公表資料に記載されている運営経
費⽐率をいい、信託報酬率の算出時点で委託者が知り得る最新の率とします。
・「前⽉末のＥＴＦ投資割合」とは、前⽉最終営業⽇における信託財産の当該上場投資信託証券への投資割合をいいます。
・「前⽉末のＥＴＦ投資割合」が信託財産の純資産総額の5％以内の場合は、上記の計算⽅法は適⽤しないものとし、信託報酬
率は年率1.43％（税抜）とします。

その他の費⽤・
⼿数料

• 組⼊有価証券の売買委託⼿数料、資産を外国で保管する場合の費⽤などは、実費を投資信託財産中から⽀払うも
のとします。これらの費⽤は運⽤状況などによって変動するため、事前に具体的な料率、⾦額、計算⽅法および⽀払時
期を記載できません。
• 監査費⽤、⽬論⾒書・運⽤報告書の印刷費⽤などは、投資信託財産の純資産総額に対して年率0.11％（税抜
0.10％）を上限として、毎計算期間の最初の６カ⽉終了⽇および毎計算期末または信託終了のとき、投資信託財
産中から⽀払うものとします。

＊上記、ファンドの費⽤の合計額については、保有期間などに応じて異なりますので、表⽰することができません。

当資料ご利⽤の際は、最終⾴の「ご留意いただきたい事項」をお読みください。
お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」をご覧ください。
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販売会社（投資信託説明書（⽬論⾒書）のご請求・お申し込み先）
■ 受益権の募集・販売の取り扱い、投資信託説明書（⽬論⾒書）の交付、運⽤報告書の交付代⾏、分配⾦・換⾦代⾦・償還
⾦の⽀払いおよび分配⾦の再投資※に関する事務などを⾏います。
※ 分配⾦を受け取るコースのみを取り扱う販売会社は当該業務を⾏いません。

⾦融商品取引業者等の名称 登録番号 ⽇本証券業
協会

⼀般社団法⼈
⽇本投資
顧問業協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物
取引業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融
商品取引業協会

アイザワ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第3283号 ○ ○ ○
岩井コスモ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 近畿財務局⻑(⾦商)第15号 ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第61号 ○ ○ ○
ＳＭＢＣ⽇興証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第2251号 ○ ○ ○ ○
株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第44号 ○ ○ ○
株式会社SBI新⽣銀⾏
（委託⾦融商品取引業者
株式会社SBI証券、マネックス証券
株式会社）

登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第10号 ○ ○

株式会社⼗六銀⾏ 登録⾦融機関 東海財務局⻑（登⾦）第7号 ○ ○
株式会社常陽銀⾏
（委託⾦融商品取引業者 めぶき証券
株式会社）

登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第45号 ○ ○

スルガ銀⾏株式会社 登録⾦融機関 東海財務局⻑(登⾦)第8号 ○
中銀証券株式会社 ⾦融商品取引業者 中国財務局⻑(⾦商)第6号 ○
株式会社中国銀⾏ 登録⾦融機関 中国財務局⻑(登⾦)第2号 ○ ○
⽇産証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第131号 ○ ○ ○
ＰＷＭ⽇本証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第50号 ○ ○
株式会社広島銀⾏※ 登録⾦融機関 中国財務局⻑(登⾦)第5号 ○ ○
フィデリティ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第152号 ○ ○
PayPay銀⾏株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第624号 ○ ○

松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第164号 ○ ○
マネックス証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第165号 ○ ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀⾏※ 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第5号 ○ ○ ○

めぶき証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第1771号 ○
楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第195号 ○ ○ ○ ○

■ 当ファンドの照会先 インベスコ・アセット・マネジメント株式会社（受付時間は営業⽇の午前９時から午後５時まで）
電話番号︓03-6447-3100 ホームページ︓https://www.invesco.com/jp/ja/

【ご留意いただきたい事項】
当資料は、インベスコ・アセット・マネジメント株式会社が作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。当資料は信頼できる情報に基づ
いて作成されたものですが、その情報の確実性あるいは完結性を表明するものではありません。また過去の運⽤実績は、将来の運⽤成果を保証するものではありません。本
⽂で詳述した当資料の分析は、⼀定の仮定に基づくものであり、その結果の確実性を表明するものではありません。分析の際の仮定は変更されることもあり、それに伴い当
初の分析の結果と重要な差異が⽣じる可能性もあります。投資信託は、実質的に株式など値動きのある有価証券など（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に
投資しますので、基準価額は⼤きく変動します。したがって、投資元本が保証されているものではなく、投資元本を割り込むことがあります。これらの運⽤による損益はすべてご
投資家の皆さまに帰属します。投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構または保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録⾦融機関
は投資者保護基⾦には加⼊しておりません。当ファンドの購⼊に関しては、クーリングオフ（⾦融商品取引法第37条の６の規定）制度の適⽤はありません。当ファンドの購
⼊のお申し込みを⾏う場合には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をあらかじめまたは同時に販売会社でお渡しいたしますので、必ず内容をご確認の上、ご⾃⾝でご判
断ください。

お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」をご覧ください。
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※インターネットでのみのお取り扱いとなります。


